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１．研究実施の概要

　都市交通による混雑や環境負荷によって発生する社会的費用を、発生原因者に対

して確実に負担させることを可能にする経済的インセンティブ手段・規制等と、環

境負荷軽減に役立つ工学的技術とを融合することによって、都市交通による混雑や

環境負荷の軽減を実現するための、環境負荷制御システムを開発する。

　平成１２年度は、�応用一般均衡交通モデルの開発と燃料税改革や補助金の環境負

荷低減効果の推定、�車種選択関数の推定と燃料税改革の環境負荷低減効果の推定，

�首都高速道路の混雑費用と混雑料金導入の環境負荷低減効果の推定、�東京圏の

土地利用モデルと交通需要予測モデルの統合、�詳細土地利用モデル、�都心の集

積利益の測定、�ロードプライシングの料金徴収制度の設計、�タンデムホイール

式サスペンション（TWS）方式の電気自動車の開発などを実施した。

２．研究実施内容

　本研究では、４つのグループを組織し、相互の連携を図って２で示した目的を達

成する。各グループの平成１２年度の研究実施内容は以下の通りである。

Ⅰ　交通手段・自動車車種選択グループ

経済的インセンティブ手段の環境負荷低減効果を分析する｡

�　応用一般均衡交通モデルよる推定． 

　自動車燃料税を１０％増徴させた政策を基準として、それと外部不経済削減レ

ベルが同一水準となるような，低公害車の購入に対する補助金政策と、自動車

の購入、保有に対する自動車重量税増徴政策の評価を行った。ただし、対象期

間を２００１年から２０１０年として、その期間の税率、補助率は一定としている。こ

の時、低公害車購入補助金の補助率は６３.８%になる。低公害車の普及率は２０１０年

で１．９７％まで上昇し，高公害車の利用は抑制される。他方、重量税の増徴率は

１．９６％であった。

�　車種選択モデルによる推定．

　ロジットモデルを応用した自動車車種選択モデルを構築し、推定したパラ

メータを用いて、燃料税制の変更による燃料価格の変化が車種選択（ワンボック
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スカーとSUV車に関して）の変化とNOx排出量の変化に及ぼす影響を分析し

た。NOx１g当たりの課税額がガソリン税と等しくなるように、軽油税を

１６６．１５円に引き上げると、排気量の大きい車の選択の減少、排気量の小さい車

の選択の増加、及び、ディーゼル車からガソリン車へのシフトとにより、NOx

排出量は１８．８％減少すると推定された。

Ⅱ　鉄道・道路混雑グループ

　首都高速道路について推計した首都高速道路サービスに対する需要関数と、交

通速度関数を用いて、８時台の最適混雑料金を推定し、排出物質と平均速度の関

係に関する、野村総合研究所『自動車排出ガス原単位および総量に関する調査』

（１９９８年３月）を利用して､最適混雑料金導入の環境への影響を推定し、以下の結果

を得た。

Ⅲ　土地利用・道路環境・法制グループ

�　土地利用グループ

�　土地利用・交通需要予測統合モデルの開発

　「東京都市圏土地利用モデル」と「交通需要予測モデル」を統合した，土地

利用・交通需要予測統合モデルを用いて，東京圏で環状８号線内流入自動車

に対して一律２０００円を課金するロードプライシングを導入し、かつ、首都高

中央環状線、東京外郭環状線及び首都圏中央連絡道圏の３環状線が整備され

た場合（case３）と、ロードプライシングの導入がなく、かつ、３環状線が整

備された場合（case１）とを比較し、次の環境改善効果が推計された。
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混雑税課税時速１０％上昇時現状
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CO
HC
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CO２
PM

首都高速道路の環境への影響（８時台，単位；Kg）

環境改善効果Case１Case３

▲５．８％１２．１８８t/日１２．１８８t/日CO２排出量

▲３．５％６９．２６kg/日６９．２６kg/日CO排出量

▲５．５％３０．６４kg/日３０．６４kg/日NOx排出量

環状８号線内地域・大気汚染物質総排出量



�　詳細土地利用モデルの開発

　住宅地から商業地への遷移では、地価格差の閾値を越えると土地利用遷移

確率が低くなる傾向が見られる。この閾値を以下のように明らかにした。
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表　閾値推定の結果
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強遷移
（住居系用途→商業・業務）

弱遷移
（低層住宅→中高層住宅）項　目

１０万円/�８０万円/�地価格差
（万円/�） �クラスタ－１

（都市周辺）
１８％１９％地域特性

（％） �

１００万円/�０万円/�地価格差
（万円/�） �クラスタ－２

（都市部）
３１％４％地域特性

（％） �

注）弱遷移における地域特性は、低層住宅比率

強遷移における地域特性は、住居系用途比率である

【都心部】住居系用途→商業･業務用途

 地価格差の閾値 住居系比率の閾値



�　高密度集積によるオフィス生産性増大効果の分析

　容積率の緩和による生産性の上昇効果を推定し，次の結果を得た｡

�　道路環境グループ

　環状７号線から都心に流入する時点で課金するコードンプライシングを導入

した場合の交通流動を推計し，以下の結果を得た．東京外郭環状道路が現在の

大泉から東名高速まで延伸された場合、首都高を中心として都心中心部への流

入が減少するのに対して、外環への迂回交通が大きく認められること、プライ

シングの影響（迂回の促進）を大きく引き出すためには、これらの受け皿となる

道路ネットワークの整備が重要であることが示された。

�　法制グループ

　ロードプライシング（RP）導入の制度設計について、法律的側面を検討し、以

下の結論を得た。①RPを法定外税として構成した場合、地方税法の規定による

と，自治大臣同意が必要であるが（２５９条､７３１条）、住民の過重な負担、国の経済

政策との関係で不適当といった消極要件を満たすとはいえない（２６１条、７３３

条）。賦課金とした場合には、地方自治法の「歳入」に該当する項目がないこと

が問題になるが、RPは自治体の法政策として、憲法９２条・９４条、地方自治法１４

条１項のもとで、適法に規定しうるものである。②適法に支払い義務を課すこ

とができるとして、実務的には、行政的強制徴収が可能であることが望ましい。
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都市全体の
生産量上昇率

代表的企業の
生産性上昇率

地区

��

１２．４％３．４％ケース１丸の内

２．８％２．３％ケース２新宿

０．７％１．７％ケース３渋谷

０．９％２．１％ケース４池袋

－１．２％０．５％ケース５上野

各地区で指定容積率を５０％増やした時の生産性上昇

�：個々の地区の容積率を５０％増加した時の当該地区内の企業の生産性

の上昇率。

�：都市全体の就業者総数は一定にしたまま個々の地区の容積率を５０％

増加した時の生産量総計の上昇率。



Ⅳ　電気自動車グループ

　新たなコンセプトの下に､図１，図２に示される電気自動車を開発した｡

　全長は６．７m、全幅１．９５m、全高１．６７５m、総重量２．９８トン、定員８名であり、

最高速度３００km/h、０-４００m加速時間１４．５秒、１００km/h定速走行時の一充電走行

距離は３００kmの予定である。機能としての特徴は、車体全体の大きさに比べて有

効利用空間が広く、床が平らで、かつ低いことが第一の特徴である。また、加速

感、悪路での乗り心地、旋回時の安定性が抜群によい。さらに衝突安全性、外部

からの攻撃に対する安全性、フェイルセーフ性が高く、例え故障をしても無事目

的地にたどり着くことが可能である。
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図１　車体側面 図１　車体斜め正面
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